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1. はじめに

道路，水道などのインフラサービスは地方公共財であり，

地方自治体により供給されることが多い．一方，これらの

インフラサービスの中には、たとえば水道施設のように、

排除性が成立するため民間企業もしくは公共事業体により

提供される場合も多い。インフラ施設を建設する際には巨

額の固定費用がかかるため，サービスの供給に伴なう限界

費用の多寡にかかわらず規模の経済性が存在する．すなわ

ち，供給量が増えるにしたがってサービスを提供するため

の平均費用が下がる．したがって，このような公共インフ

ラサービスを供給する政策を策定する際，規模の経済性問

題を考慮しないといけないことは言うまでもない．

本研究は，複数の地方自治体による地方公共財の供給問

題を考える．その際，各地方自治体が独立に供給するケー

ス (以下，独立的供給と呼ぶ)と 1つの地方自治体が周辺の

各地域に供給するケース (以下，協力的供給と呼ぶ)を考え

る．例えば，前者は 2つの同じ規模の都市が各自にインフ

ラサービスを供給するケースを，後者は，大都市が周辺都

市にインフラサービスを供給するケースをそれぞれ想定し

ている．日本でも，近年，地方分権に向けた取り組みが広

がっている．地方分権は，よりインフラ利用者のニーズに

見合ったサービスの提供を可能とし，サービスの効率性・

質を向上させ得る．しかしながら，地方分権は，同時に，

インフラ整備に負の影響をもたらす可能性を有している．

すなわち，集中していた資源が分散されることにより，イ

ンフラ施設供給における規模の経済性を享受できず、イン

フラ施設が過小に供給される可能性が存在する。したがっ

て，インフラサービスを分権的に供給する場合，規模の経

済性にもたらされる負の影響を緩和するための制度設計が

必要となる．
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大な研究が蓄積されている 1)−4)．足による投票によって

効率的な資源配分が自動的に実現するというTiebout理論
1)をはじめ，地方公共財は地方分権制度によって効率的に

供給されるされる，いわゆるOatesによって主張された分

権化定理 3) など，地方分権理論と言われる分野が形成さ

れている．しかし，TieboutやOatesのモデルでは，公共

財の生産に関しては規模の経済性が考えられていない．一

方，規模の経済性は地方分権定理を制約する 1つの要因と

してと考えられていた．特に，この問題は地方分権の程度

を決定するのに重要な要因である 5)．しかし，地方分権に

おいて規模の経済性を実現できるスキームについては，ほ

とんど研究が蓄積されていない．

また，地方自治体により地方公共財が分権的に供給され

る場合，地方自治体の間におけるコーディネーション問題

が重要となってくる．特に，複数自治体により地方公共財

の供給をめぐって協議がなされる場合，自治体間の目標が

対立する場合が少なくない．したがって，複数自治体によ

るインフラ整備により規模の経済性が存在する場合でも，

それぞれの地方自治がインフラ施設を単独に整備するた

め，インフラ施設が過小供給される可能性がある．このよ

うな問題に対して，本研究では，複数自治体間におけるイ

ンフラサービスの価格と生産量に関する意思決定権の配分

が、地方自治体の間におけるコーディネーション機能を果

たす役割について考察する．以上の問題意識の下に，本研

究は，複数自治体によるインフラサービス供給モデルを定

式化し，規模の経済性に着目した分権的供給の効率性につ

いて分析を行う．さらに、インフラサービスの供給量と価

格についての意思決定権の配分が、規模の経済性の実現に

及ぼす影響を明らかにする．以下，2．では，基本モデル

を定式化し，ファーストベスト解を求める．3．では，独

立的供給モデルを，4．では協力的供給供給モデルを定式

化する．5．では本研究の知見をまとめる．

2. 基本モデル

(1)モデルの前提条件

2つの地域 i (i = 1, 2)を考える．地域 i (i = 1, 2)に代

表的住民Aiは，予算制約 Iの下で私的合成財 xi (i = 1, 2)

と地方公共財 Gi (i = 1, 2) に依存する準線形効用関数



ui(xi, Gi) (i = 1, 2)を有する．ui(xi, Gi)は，

ui(xi, Gi) = xi + vi(Gi) (1)

で与えられる．すなわち，住民 Ai (i = 1, 2)の効用関数

ui(xi, Gi)は私的合成財 xiについて線形であるが，地方公

共財については非線形である．さらに，vi(·)については，
強凹関数であると仮定する．すなわち，

v′
i(Gi) > 0, v′′

i (Gi) < 0 (i = 1, 2) (2)

を仮定する．地方公共財 Gi (i = 1, 2) は，地方自治

体 Pi (i = 1, 2) より分権的に供給される．地方自治体

Pi (i = 1, 2)は地域住民 Ai (i = 1, 2)の代表であり，地域

住民Ai (i = 1, 2)の効用の最大化を目的とする．議論を単

純化するために，私的合成財 xi (i = 1, 2)の価格は 1とす

る．一方，地方公共財の価格に関しては，供給する自治体

によって決定され，地域ごとに pi と表示される．地方自

治体 Pi は各地域住民 Ai (i = 1, 2)の効用を最大化する慈

善的な政府とする．また，協力的供給の場合，地方公共財

を供給する際の平均費用は wLと仮定し，一方，独立的供

給の場合の平均費用 wH と仮定する．ここで，

wH > wL (3)

を仮定する．仮定 (3)は規模の経済性を表し，一括して地

方公共財を供給した場合の平均費用が低いことを意味する．

最後に，各自治体 Pi (i = 1, 2)は他地域の住民 Aj (j =

1, 2, j ̸= i)の効用関数また地方公共財の平均費用について

完全な情報をもつと仮定する．

(2)ベンチマーク解

いま，代表的自治体 P が両地域に地方公共財を供給す

るケースを考える．代表的自治体 P が住民 Ai (i = 1, 2)

から地方公共財の利用料金 pi (i = 1, 2)を徴収し，供給の

平均費用に補う．したがって，代表的自治体 P の目的関数

は以下のように定式化できる．

max
Gi,pi

2∑
i=1

ui(xi, Gi) +
2∑

i=1

(pi − wL)Gi

s.t. xi + piGi = I (4)

pi ≥ wL (5)

式 (4)は，住民 Ai (i = 1, 2)の予算制約を表し，式 (5)は

価格 pi (i = 1, 2)について制約条件を表している．ラグラ

ンジュ関数は，

L(Gi, pi, λi, γi) =
2∑

i=1

ui(xi, Gi) +
2∑

i=1

(pi − wL)Gi

+
2∑

i=1

λi(I − xi − piGi) +
2∑

i=1

γi(pi − wL)

となる．ラグランジュ乗数法の 1階条件は

∂L/∂xi = 1 − λi = 0 (6)

∂L/∂Gi = v′
i(Gi) + pi − wL − λipi = 0 (7)

∂L/∂λi = I − xi − piGi = 0 (8)

∂L/∂γi = pi − wL = 0 (9)

となる．式 (6)より，λi = 1が得られる．式 (7)に代入す

ると，

v′
1(G

fb
1 ) = v′

2(G
fb
2 ) = wL (10)

が得られる．また，式 (9)より，

pfb
1 = pfb

2 = wL (11)

が求められる．式 (8)を参照すると，住民Ai (i = 1, 2)が

私的合成財に対する需要量 xfb
i = I−wLGfb

i となる．また，

ufb
i = I − wLGfb

i + vi(G
fb
i ) (12)

が成立する．

3. 独立的供給

地方自治体 Pi (i = 1, 2)より各地域 i (i = 1, 2)に地方

公共財を供給するケースを考える．仮定より，地方公共財

を供給する際の平均費用はwH である．したがって，地方

自治体 Pi (i = 1, 2)の目的関数は以下のように定式化で

きる．

max
Gi,pi

ui(xi, Gi) + (pi − wH)Gi (13)

s.t. xi + piGi = I (14)

　　 pi ≥ wH (15)

ラグランジュ関数は

L(Gi, µ1, µ2) = ui(xi, Gi) + (pi − wH)Gi

+µ1(I − xi − piGi) + µ2(pi − wH)

と表せる．ラグランジュ乗数法の 1階条件から

v′
1(G

∗
1) = v′

2(G
∗
2) = wH (16)

p∗1 = p∗2 = wH (17)

が求められる．また，住民Ai (i = 1, 2)が私的合成財に対

する需要量 x∗
i = I − wHG∗

i となる．式 (10)と式 (16)に

参照し，仮定 (2)より，

G∗
i < Gfb

i (18)

が成立する．最後に，住民 Ai (i = 1, 2)が得られる効用

u∗
i は

u∗
i = I − wHG∗

i + ui(G∗
i ) (19)



となる．ここに，命題 1が成立する．

命題 1　各自治体が独立に地方公共財を供給する場合，規

模の経済性が失われ，社会的最適な供給水準は実現できな

い．

4. 協力的供給

地方自治体により、地方公共財が独立に供給される場合，

規模の経済性が損なわれるため，過小供給問題が生じる．

ここで，規模の経済性を実現するために，各地方自治体が

協力的に地方公共財を供給するケースを考える．すなわち，

1つの地方自治体が 2つの地域に一括して地方公共財を供

給する．供給する自治体 Pi は地域 iに対して地方公共財

の供給量と価格について意思決定権を持っているが，地域

j(j ̸= i)に対して必ずしも意思決定権を持っているとは限

らない．以下，被供給地域に供給される地方公共財の供給

量と価格については，1）供給する自治体が意思決定権を

もつ，2）供給される自治体が意思決定権をもつ，という

2つのケースを考える．

(1)供給する自治体が地方公共財の価格を決定する場合

いま，自治体 P1 が両地域に地方公共財を供給する場

合を考える．すなわち，自治体 P1 地方公共財の供給量

Gi (i = 1, 2)と価格 pi (i = 1, 2)を決定する．自治体 P1

の目的関数を以下のように定式化できる．

max
G1,G2

u1(x1, G1) + (p1 − wL)G1 + Π (20)

s.t. x1 + p1G1 = I (21)

　　 u2(x2, G2) ≥ u∗
2 (22)

ただし，Π = p2(G2)G2 − wLG2 と定義し，自治体 P1 が

地域 2に地方公共財を供給するときに獲得できる期待利潤

を表している．以下，式 (22)が成立すると仮定し，最適

な供給量と価格を求める．ラグランジュ関数は

L(G1, G2, ξ) = u1(x1, G1) − wL(G1 + G2)

+p2(G2)G2 + ξ(I − x1 − p1G1)

と表される．ラグランジュ乗数法の 1階条件は

∂L/∂x1 = 1 − ξ = 0 (23)

∂L/∂G1 = v′
1(G1) + p1 − wL − ξp1 = 0 (24)

∂L/∂G2 = −wL + p′2(G2)G2 + p2 = 0 (25)

∂L/∂ξ = I − x1 − p1G1 = 0 (26)

となる．条件 (25)より，

p∗∗2 = wL − p′2(G
∗∗
2 )G∗∗

2 (27)

が得られる．次に，逆需要関数 p2(G2)を求める．地方公

共財の価格 p2 を所与として住民 A2 の効用最大化問題は

以下のように定式化できる．

max
x2,G2

u2(x2, G2) (28)

s.t. x2 + p2S2 = I (29)

ηをラグランジュ乗数とすると，ラグランジュ関数は

L(x2, G2, η) = u2(x2, G2) + η(I − x2 − p2G2)

と表せる．ラグランジュ乗数法の 1階条件は

∂L/∂x2 = 1 − η = 0 (30)

∂L/∂G2 = v′
2(G2) − ηp2 = 0 (31)

∂L/∂η = I − x2 − p2G2 = 0 (32)

となる．式 (30)より，η = 1が得られる．式 (31)に代入

すると，逆需要関数 p2(G2)は以下のように求める．

p2 = v′
2(G2) (33)

式 (33)を式 (27)に代入すると，最適供給量は

v′
2(G

∗∗
2 ) = wL − v′′2 (G∗∗

2 )G∗∗
2 (34)

を満足する．仮定 (2)より，式 (34)の右辺の第 2項は負で

ある．したがって，ファーストベストの需要量 (10)と比

較すると，

G∗∗
2 < Gfb

2 (35)

が満足する．また，式 (33)，(34)と式 (32)を参照すると，

住民 A2 が得られる効用 u∗∗
2 は

u∗∗
2 = I − v′2(G

∗∗
2 )G∗∗

2 + v2(G∗∗
2 ) (36)

と表せる．式 (19)に参照すると，

wH − wL ≥ −v′′
2 (G∗∗

2 )G∗∗
2 (37)

が成立する場合のみ，u∗∗
2 ≥ u∗

2が成立する (証明省略)．し

たがって，式 (37)は本ケースの前提条件となる．式 (37)

が満足しない場合，自治体 P2 は独立に地方公共財を供給

することを選択する．

最後に，自治体 P1 が地域 1の住民 A1 に対する地方公

共財の供給量と価格を決定する．式 (23)より，ξ = 1が得

られる．式 (24)に代入すると

v′
1(G

∗∗
1 ) = wL (38)

が得られる．また，価格 p∗∗1 は

p∗∗1 = wL + v′′
2 (G∗∗

2 )G∗∗
2 (39)

を満足する．したがって，住民 A1が得られる効用 u∗∗
1 は

u∗∗
1 = I − (wL + v′′

2 (G∗∗
2 )G∗∗

2 )G∗∗
2 + v1(G∗∗

2 )(40)



となる．最後に，u∗∗
i については

u∗∗
1 < ufb

1 (41)

u∗∗
2 > ufb

2 (42)

が成立する．ここで，命題 2が成立する．

命題 2　 1つの地方自治体が周辺地域に地方公共財を供給

し，かつ供給量と価格について意思決定権をもつ場合，周

辺地域の住民に対して過小供給する．

(2) 供給される自治体が地方公共財の価格を決定する

場合

このケースでは，地方公共財が供給される自治体が供給

量と価格を決定する権利を持っていると仮定する．自治体

P1が地方公共財を供給すると考える場合，自治体 P2が価

格 p2 と供給量 G2 を決定する．まず，自治体 P1 と P2 が

価格 p2 についての交渉ゲームを考える．自治体 P2 は価

格 p2 について意思決定権を有するため，すべての交渉力

は自治体 P2 にある．したがって，自治体 P2 が自治体 P1

に対して価格 p2 について take-it-or-leave-it offerをする．

交渉が成立した場合の地方公共財の平均費用はwLとなる

ため，自治体 P2 が自治体 P1 に対して，

p̂2 = wL　 (43)

を提示した場合，自治体 P1 は必ず受け入れる．一方，任

意の p2 < wLの提案に対して，自治体 P1は必ず拒否する

(証明省略)．次に，p̂2 = wL を所与として，供給量 G2 を

求める．自治体 P2 の目的関数は以下のようなる．

max
x2,G2

u2(x2, G2) (44)

s.t. x2 + p̂2G2 = I (45)

式 (43)を式 (45)に代入し，ラグランジュ関数は

L(x2, χ) = u2(x2, G2) + χ(I − x2 − wLG2)

と表せる．ラグランジュ乗数法の 1階条件から

v′
2(Ĝ2) = wL (46)

が求められる．また，x̂2 = I − wLĜ2 が得られる．

最後に，自治体 P1が供給量 S1と価格 p1を決定する問

題を考える．価格 p̂2 = wL を所与としたとき，自治体 P1

の目的関数は以下のように定式化できる．

max
x1,G1,p1

u1(x1, G1) + (p1 − wL)G1 (47)

s.t. x1 + p1G1 = I (48)

　　 p1 ≥ wL (49)

ラグランジュ乗数法の 1階条件から

v′
1(Ĝ1) = wL (50)

p̂1 = wL (51)

が得られる．したがって，

ûi = ufb
i (52)

が成立する．ここに，以下の命題が成立する．

命題 3　 1つの自治体が周辺地域に地方公共財を供給し，

かつ供給される地域の自治体が当地域の供給量と価格につ

いて意思決定権をもつ場合，意思決定権は地方自治体間に

おけるコーディネーション機能を果たし，社会的最適な供

給水準が実現できる．

5. おわりに

本研究では，地方公共財の規模の経済性に着目し，地方

自治体により分権的供給構造の効率性問題を分析した．各

地方自治体が独立に地方公共財を供給する場合，規模の経

済性が損なわれるため，過小供給問題が発生することを明

らかにした．また，1つの地方自治体が各地域に地方公共

財を供給する場合，財の供給量と価格の意思決定権の配分

の違いが供給の効率性に及ぼす影響を分析した．地方公共

財を供給する自治体が意思決定権をもつ場合，自らの地域

以外の地域に対して過小供給を行う．しかし，地方公共財

が供給される地域の自治体が当地域への供給量と価格につ

いて意思決定権を有する場合，規模の経済性が実現でき，

社会的最適な供給水準が決定されることを説明した．
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